

















（以上第 35 巻第 4号）
　（4）連結範囲に関する事例
　（5）1998 年 12 月のプラン・コンタブル連
結会計規定の改正
　（6）連結会計の基本原則　　　　　　





　( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理
（第 38 巻第 1号 ,第 39 巻第 2号 ,第 3号）
　（10）外貨換算会計
（第 39 巻第 4号 ,第 40 巻第 1号）
　（11)リース会計
（第 40 巻第 4号）
　（12）連結計算書類の作成基準
　　　（第 43 巻第 1 号 , 第 44 巻第 3 号 , 第 45 巻
第 1 号 ,第 2 号 , 第 4 号 , 第 46 巻第 2 号 ,
第 47 巻第 1号 )
４．連結の会計方針と国際的基準への対応
（第 49 巻第 1号）
５.税務会計の影響




































































































法規定上、種別所得税の創設に係る 1917 年 7
月 31 日法律第 2 条を起源とし、現在なお課税
利益の基本的な定義を定めるものとして租税一







































をなす。」（1966 年 7 月 24 日法律第 344 条・1983






































ブル・ジェネラル（le plan comptable général）
の定義を遵守（respecter）しなければならな











規則を定める 1965 年 10 月 28 日デクレ第 65-
968 号」である。当該デクレは、租税一般法第
54 条を改正する税務・関税次元の措置に関す















































































第 1 版）および 1957 年プラン・コンタブル・ジェ











1947 年 1 月 9 日デクレ、1947 年 10 月 22 日デ


























産台数の 3 分の 1）、鉄道輸送（ほぼ全部）、航空
輸送（3 分の 2）、海運（3 分の 1）、銀行（預金残
高の 70%）、保険（契約高の 50%）における主要
企業が国有化された（河野 ,1977,248-249 頁）。
これら国有化企業は、1947 年 12 月 1 日まで





している）公施設は、1947 年 11 月 20 日までに、
その構造および活動に適合するプラン・コンタ
ブル案を財務大臣に提出しなければならない。











































































































































つまり、1959 年 12 月 28 日税法第 55 条は、








すでに「国家会計審議会（Conseil National de 
la Comptabilité;CNC）」 に 改 組 さ れ て お り、















借対照表再評価については 1958 年 8 月 7 日デクレ
第58-723号,1960年9月22日第60-1034号に改正）
に加えて、1959 年 12 月 28 日税法第 55 条が私
的セクターの企業に対する一般的適用の法的枠
組みを定めた。
1947 年 9 月にプラン・コンタブル・ジェネ









































































用に関する前出 1959 年 12 月 28 日税法第 55 条
の規定を受けて、当該法律の施行のための公行















団体代表者 2 名～ 4 名、会計士協会から 1 名、
経営者団体の任命する経理部長（経理部門の長）























また、業種別委員会の構成は、2 名～ 4 名の
企業代表者と 1名の監督省の代表者を参加させ

























































































































































第 2図表 業種別プラン・コンタブル(業種別 PC)の承認と適用 
 
プラン・コンタブル・ジェネラル(PCG) 
           [経済・財務大臣の省令により承認] 
  
   
   
 













    




















































































































































ロリオ委員会による 1952 年 4 月 23 日の意見聴
取において、「商人、工業者および自由業がそ
























































































その公表後 1月で 3,000 部が販売され、第二刷
は 7,000 部に達した（Touchelay,2011,p.266）。




































1953 年法律から削除された前出第 64 条案は
5 年後に復活する。「租税一般法第 54 条を改正
する税務・関税次元の措置に関する 1958 年 12




















ネラルの改訂から、その 1 年後の 1958 年末に
税務関係書類を申告書に添付する法的措置がと
られ、その後のプラン・コンタブル・ジェネラ
ルの遵守義務を定める 1965 年 10 月 28 日税法

















事実、1965 年 10 月 28 日税法デクレに基づ
く実額利益課税制度のスタートにより、税務申
告データから集計できる項目は、1964 年まで
の 22 項目から 1967 年以後は 65 項目に大きく
増大した（BourodouetSok,1983,p.347-351）。














高（勘定番号 72）+ 付随収益（勘定番号 76）+ 自
家生産（勘定番号 780））、その他の収益（補助金（勘



















1959 年 12 月 28 日税法第 55 条を法的根拠と
するプラン・コンタブル・ジェネラルの一般的
適用の枠組みは、「会計規制の改革と不動産公
示制度の適合に係る 1998 年 4 月 6 日法律」（第
98-261 号）第 9 条が当該第 55 条を廃止するま
で 40 年近く存続することになる。筆者は、




の意味で、1960 年代～ 1990 年代のフランスの
会計規制システムは、いわば 1959 年税法「第
55 条体制」と表現することができる。なお、
















































































ラン（plan de normalisation comptable）」を介
して推進される（5）。「非営利社団のプラン・コ



























第 3 部「要望と附録（Vœux et Annexes）」の三
部構成になっている。
プラン・コンタブル・ジェネラルの本体部分
は第 2部である。第 2部は「勘定枠組み（cadre 
comptable）」、「一般会計（comptabilité général）」、
「 経 営 分 析 会 計（comptabilité analytique d’
exploitation）」、 お よ び「 特 殊 勘 定（comptes 
20 
 



















第 3図表 会計標準化の全体図 
 













計標準化は、1958 年 12 月 28 日税法の法的枠組みに基づき、プラン・コンタブル・ジェネラル
を商事的活動の各業種に適合させた「業種別プラン・コンタブル(plans comptables profession 
公的セクター 
プラン･コンタプル・ジェネラル 
適合 適合 適合 
















































10 のクラスには 1 ～ 0 までの番号が付せら
れる。一般会計の貸借対照表勘定のクラスには


































一般規定 ; 用語解説 ; 基本的方法とクラス 9 の勘定の運用方式 ; 基本的
方法の補足 ;固定費と変動費 ;予定原価の方法 ;分析会計と予算
特別勘定





定」に記入される。クラス 1 には 10 資本金、








































































































（CNC,1965,p.29 より作成。なお、便宜上、各クラスの主要勘定を 10、11 の 2 つに限定して表示した）
32　　フランス連結会計基準の国際的調和 (22)- 税務会計の影響② -
勘定の定義および運用方式 :勘定の定義、ク
ラス 1～クラス 8の勘定の運用方式および評価












































ては、会計年度は原則として 12 月 31 日に終了
するものとする（CNC,1965,p.69）。締切日が 12

































全 13 頁にわたり 1 ～ 8 の各クラスの主要勘定






















































































































































　全　体 84 76（1） 75 71
1. 一般会計（CG）のみの PC 54 53 50（2）








持株会社の 8業種の PC は未作成。
（2）非保存食料品業、公証人業及び広告業の 3 つの業種別 PC は未承認。なお、省令承認済 PC のうち、
保険・積立保険業、資金公募民事会社および長期信用組合の 3つはデクレ（政令）によるもの。
（3）興業の業種別 PC が未承認














75、1 つの業種別 PC 案のみが未承認である。








いことがわかる。1974 年 6 月末は、前出 1962



















第 7図表　1974 年 6月末時点の業種別委員会設置の業種の内訳および業種別PC案
委員
会数
業　　　　種 業種別 PC 案
84
資材管理業 , 旅行代理業 , 室内装飾業・家具 , 保険・積立保険業 , ビスケット等
製造業 , 飲料業 , 炭酸・非炭酸・フルーツ等飲料業（製造・卸売業）, ビール醸
造業 , ゴム・タイヤ業 , 製靴業 , 化学産業 , 映画産業（製作）, 外国貿易業 , パ
リ商業取引所認許仲買人業,食肉業,クリスタル・ガラス製造業,非保存食料品業,
映画配給産業 , ミネラル・ウォータ製造業 ,ミネラル・ウォータ販売業 , 食料品
卸業,冷凍業,ホテル業,酪農業,　　チェーンストア・協同組合形態の食料品業,
建築資材業 , プラスチック素材加工業 , 非鉄金属業 , 公証人業 , 製紙業 , 香水製
造業 ,パスタ等麺類製造業 ,毛皮製造業 ,録音盤製造・販売業 ,澱粉製品製造業 ,
医薬品製造業 , 土壌・肥料販売業 , 広告業 , 石油精製・販売業 , 再保険業 , 石油
探査・生産業 , 豚肉加工食品卸・貯蔵業 , 小売商人協同組合 , エンジニアリング
会社・調査事務所・技師コンサルティング業 ,資金公募民事会社 ,長期信用組合 ,








航空・宇宙産業 ,動物食料品業 ,建築・公共事業 ,木材業 ,肉類販売業 ,車体
製造・修理業 ,チョコレート・菓子業 ,多種類商業 ,菓子卸業 ,缶詰等製造業 ,
自動車組立・装備産業 , 電気・電子組立産業 ,精錬・第一次加工業 ,衣服業 ,
印刷・グラフィック産業 ,モロッコ革製造業 ,機械・金属加工業 ,, 製粉業 ,







不動産代理業・営業権売却仲介業 ,都市暖房業 ,造船業 ,出版業 ,温泉施設業 ,
手袋製造業 ,民間病院 ,持株会社 ,
未
作成 8
・CG: 一般会計、CA: 経営分析会計、業種別 PC 数は CNC による承認済みの数
（出所 :CNC,1975,pp.209-213 に基づき筆者作成）
36　　フランス連結会計基準の国際的調和 (22)- 税務会計の影響② -













































ネラルの一般化の期限は、当初の 1964 年 12 月
31 日から 3 年後の 1967 年 12 月 31 日に延長さ
れた。
しかし、延長された一般化の期限の 1967 年
12 月 31 日になっても、作業は完了しなかった。
第 10 図表に示すとおり、1967 年末における国
家会計審議会（CNC）承認済みの業種別プラン・
コンタブル（業種別 PC）は累計で 21 に過ぎない。
内訳は、工業部門の業種別 PC が 16、商業・サー
ビス部門の業種別 PC が 5 であった。省令によ
第 8図表　工業・商業・サービス業における業種別委員会の設置と業種別PC
一般会計のみ 一般会計 +分析会計 未作成 業種別委員会合計
工　　　業 30 16 4 50
商　　　業 10 4 1 15
サービス業 14 2 3 19
合　　　計 54 22 8 84
（CNC,1975,pp.209-213 に基づき筆者作成）
第 9図表　業種別委員会の設置と業種別プラン・コンタブル（業種別PC）の作成の進展
1964 1966 1969 年 1974 年 1979 年
業種別委員会設置数 21 28 66 84 87
国家会計審議会承認済業種別 PC 1 15 40 76 79
省令承認済業種別 PC 0 6 26 70 76





く進展したのは、1969 年から 1972 年までの 4
年間である。この間に 42 の業種別 PCが国家
会計審議会により承認されている。内訳は、工
業部門が 28、商業・サービス部門が 14 である。
1972 年末には、国家会計審議会承認済み業種








































第 10図表　1964 ～ 1979 年における各年度の業種別プラン・コンタブル（業種別PC）承認の状況
　　　年　度 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 累計
CNC 承認済 PC 1 4 10 6 5 14 11 10 7 4 4 0 3 0 0 0 79
内
訳
工業 1 3 8 4 3 9 7 8 4 0 0 0 2 0 0 0 49
商業・サービス 0 1 2 2 2 5 4 2 3 4 4 0 1 0 0 0 30
省令承認済 PC 0 0 2 4 7 7 6 11 13 9 8 3 1 4 0 1 76
・内訳の数値は国家会計審議会（CNC）承認済業種別 PC の内訳。1979 年のデータは 6月末時点の数値




極めて小規模 小規模 中規模 大規模 極めて大規模
企業数（%）従業員 0人 1～ 5人 6～ 49 人 50 ～ 199 人 200 人以上
工　　業 286,493 293,313 91,396 14,207 4,468 689,877（43%）
商　　業 271,452 214,731 44,687 2,719 495 534,084（33%）














38　　フランス連結会計基準の国際的調和 (22)- 税務会計の影響② -








従業員 1 ～ 5 人の「小規模」企業が 39.3%、従
業員 6 ～ 49 人の「中規模」企業が 9.8%、従業
員 50 ～ 199 人の「大規模」企業が 1.2%、従業































第 12 図表は、商工利益課税制度（régime d’
imposition des Bénéfices Industriels et 
Commerciaux;BIC）における 1969 年と 1975 年の
実額利益課税企業数と見積課税企業数を比較し
たものである（12）。これによれば、実額利益課
税企業数は、1969 年で約 40.5 万事業者（全体













4 分の 1 満たないに大・中企業であるが、これ
ら企業が、プラン・コンタブル・ジェネラルに
第 12図表　実額課税企業と見積課税企業（企業数の単位 : 千 , 売上高の単位 10 億フラン）
課税制度
1969 年度 1975 年度
企業数 % 企業数 % 売上高 %
実額普通課税 405 23 325 22 2,180 90.3
実額簡易課税（1） - - 200 14 120 5
見積課税 1,359 77 930 64 113 4.7
合　　計 1,764 100 1,455 100 2,413 100
（1）実額簡易課税制度は 1970 年度から制度化。実額普通課税に比べて会計義務を軽減。




















税企業は、1969 年で約 136 万事業者（全体の
77%）に上り、1975 年には減少したとはいえ 93
万事業者（全体の 64%）に上った。この 1969 年
の 136 万事業者は、第 11図表に示す 1966 年の
従業員 0人の「極めて小規模」な企業の全部と





















































































ンタブル（Plan comptable professionnel pour 
les entreprises de press）を取り上げてみよ
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42　　フランス連結会計基準の国際的調和 (22)- 税務会計の影響② -
